
複数退職金と退職所得の計算 

 退職所得の金額の計算は、退職手当等の

収入金額から勤続年数に応じた退職所得控

除額を差し引いてそれを２分の１するとい

うのが原則的な方法です。でも、同じ年に

２つの会社から退職手当等が支払われたり、

また、１つの会社を退職するとき、企業年

金基金などから退職手当等とみなされる一

時金が支払われることもあります。このよ

うに他の支払者からその年中に支払済の退

職手当等がある場合には、後からの支払者

は前の支払者の退職手当等も含めて、退職

所得の収入金額とするとともに、支払済の

他の退職手当等の勤続期間と今回の退職手

当等の勤続期間のうち最も長い勤続期間に

より勤続年数を算出します。ただし、その

最も長い期間と重複していない期間がある

場合には、その重複しない部分の期間を最

も長い期間に加算して勤続年数を計算しま

す。そして、退職所得控除額を算出します。 

５年内複数退職金の退職所得控除 

 さらに、本年分の退職手当等があり、そ

の前年以前４年間に他の支払者から支払わ

れた退職手当等がある場合には、本年分の

退職手当等の勤続期間と前年以前に支払わ

れた退職手当等の勤続期間との間にある重

複期間の年数に基づき計算した退職所得控

除相当額を本年分の退職手当等に係る退職

所得控除額から控除した残額が調整計算後

の退職所得控除額となります。 

20 年内老齢給付金の時の例外規定 

 この退職所得控除額の重複調整計算につ

いては、確定拠出年金の老齢給付金を一時

金で受給する場合、前年以前４年間ではな

く、前年以前 19 年間に退職手当等の受給を

している場合に適用する、と厳しい規定に

なっています。老齢給付金の一時金受給日

を任意に決められることへの制約です。 

 ただし、順番が逆に老齢給付金の一時金

受給日を他の退職手当等受給年より前の年

にしている場合には、原則規定通り前年以

前４年間での重複調整期間計算の適用とな

っています。 

退職金計算抑制への今年の税制改正 

 今年の税制改正案では、この前年以前４

年間の規定について、退職手当等の支払を

受ける年の前年以前９年内に老齢一時金の

支払を受けている場合には、当該老齢一時

金等について、退職所得控除額の計算にお

ける勤続期間等の重複排除の特例の対象と

する、としています。 
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みなし退職所得老齢一時金に係る

退職所得控除額調整計算の見直し 

退職所得控除の重複排
除４年、９年、19 年は、

今後とも長期化への変
動がありそう。 
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